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2021年経済センサス‐活動調査の調査事項見直しについて 資料２

①生産物分類関連事項

②産業分類関連事項

③従業者関連事項

④その他（調査事項の簡素化）

⑤その他（調査事項の廃止）

⑥その他（検討中）

⑦その他（新規等）
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2021年経済センサス‐活動調査の調査事項見直しについて

〔①生産物分類関連事項〕
・サービス分野の品目別売上高を産業分類概念から生産物分類に変更。

2016年調査 2021年調査（案）

事業収入内訳（サービス関連産業Ａ）

サービス収入内訳（仮称）
※生産物分類策定研究会において、生産物を同業
者向け、同業者向け以外に区分するか等につい
て検討中。

事業収入内訳（サービス関連産業Ｂ）

医療、福祉の事業収入内訳

特定サービスにおける同業者との契約割合(※)

物品賃貸業のレンタル年間売上高及びリース
年間契約高

レンタル年間売上高及びリース年間契約高
※リースは、契約高により把握することから、
サービス事業収入内訳（仮称）とは別に調査事
項を設定。

※また、リースをファイナンシャルリースとオペ
レーティングリースに分割し把握。
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2021年経済センサス‐活動調査の調査事項見直しについて

〔②産業分類関連事項〕

2016年調査 2021年調査（案）
金融業、保険業の事業種類 主な事業の内容

・主な事業の内容
・生産品、取扱商品又は営業種目
・事業の業態

学校教育の種類

事業の種類（サービスＡ）
施設・店舗形態（サービスＢ）
事業所の形態（医療、福祉）
協同組合の種類
信用共済事業の有無（協同組合）
政治・経済・文化団体、宗教の種類
管理・補助的業務

・2016年調査では、品目（産業細分類）別売上高等で事業所の産業分類（細分類）を特定。
・2021年調査における品目（生産物分類）別売上高では、産業の特定は困難。しかし、品目
（生産物分類）別売上高に加えて、品目（産業細分類）別売上高等の回答を求めることは報
告者負担の観点から困難。

・このため、2021年調査では、「主な事業の内容」により事業所の産業分類（小分類）を特定
する方法に変更。
※「生産物分類」と「産業分類」の２種類の分類表を配布することによる、報告者の混乱を回避
※商品分類が産業細分類と対応している「製造業」、「卸売業、小売業」については、引き続き産業細分類で表章



2021年経済センサス‐活動調査の調査事項見直しについて

〔③従業者関連事項〕
ア この事業所に所属する従業者数
・『統計調査における労働者の区分等に関するガイドライン』を踏まえ、常用雇用者の内訳を
「正社員、正職員」、「正社員、正職員以外」から「無期雇用者」、「有期雇用者（１か月
以上）」に変更。併せて、「臨時雇用者」を「有期雇用者（１か月未満、日々雇用）」に名
称変更。

2016年調査 2021年調査（案）
①個人業主 ①個人業主
②個人業主の家族で無給のもの ②個人業主の家族で無給のもの
③有給役員 ③有給役員
④常用雇用者（正社員、正職員） ④無期雇用者
⑤常用雇用者（正社員、正職員以外） ⑤有期雇用者（１か月以上）
⑥臨時雇用者 ⑥有期雇用者（１か月未満、日々雇用）

イ その他
・報告者負担の軽減の観点から、「正社員、正職員以外８時間換算雇用者数」を廃止。
・工業統計調査の見直しに合せ、「毎月末現在数の合計」を廃止。
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2016年調査 2021年調査（案）
正社員、正職員以外８時間換算雇用者数（卸売業、小売業、飲食サービス業） 廃止

毎月末現在数（2020年１月から12月まで）の合計（製造業） 廃止
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2021年経済センサス‐活動調査の調査事項見直しについて

〔④その他（調査事項の簡素化）〕

・報告者負担の軽減、同年に実施する産業連関構造調査（投入調査）との役割分担の観点から、
費用項目の簡素化を検討。

・付加価値額の算出に必要な費用項目については引き続き把握する。他の費用項目については、
基準年ＳＵＴ使用表の投入項目の大枠の推計への利活用にも留意しつつ、全数調査で必要な
最小限度となるよう検討。

2016年調査 2021年調査（案）
費用総額(売上原価＋販売費及び一般管理費） 費用総額(売上原価＋販売費及び一般管理費）

うち売上原価 調整中
給与総額 給与総額
福利厚生費 調整中
動産・不動産賃借料 調整中
租税公課 租税公課
減価償却費 調整中
外注費 調整中
支払利息等 調整中

ア 費用総額及び費用項目

（参考）
付加価値額 ＝ 総売上高 － 費用総額 ＋ 給与総額 ＋ 租税公課
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2021年経済センサス‐活動調査の調査事項見直しについて
イ 事業別売上（収入）金額
・2016年調査では、事業別売上（収入）金額を、原則、産業大分類を事業活動の区分として
設定。ただし、品目別売上高の把握単位が異なる場合（企業単位又は事業所単位）などは、
産業大分類を分割し設定。

・2021年調査では、サービス分野の生産物（品目）の把握単位を企業単位とすることから、
下記の区分を統合。これに伴い、事業別売上（収入）金額を22区分から19区分に変更。

2016年調査 2021年調査（案）
把握単位 事業活動区分 把握単位 事業活動区分
企業 通信、放送、映像・音声・文字情報制作事業

企業 情報通信事業
事業所 情報サービス、インターネット附随事業

企業 学校教育事業
企業 教育、学習支援事業

事業所 社会教育、学習支援事業

企業 政治・経済・文化団体の活動収入
企業 上記以外のサービス事業

事業所 上記以外のサービス事業
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ウ 相手先別収入割合

2021年経済センサス‐活動調査の調査事項見直しについて

・2016年調査では、「相手先別収入割合」（サービス関連産業Ｂ調査票、医療、福祉調査票
に設定）は、地方消費税清算、産業連関表の需要先把握の基礎資料として使用。

・2021年調査では、需要先については、生産物分類により一定程度把握可能。このため、地
方消費税清算に必要な区分への簡素化、把握対象の縮小を検討。

2016年調査 2021年調査（案）
①個人（一般消費者） ①個人（一般消費者）
②他の企業・団体（民間）

②個人（一般消費者）以外③他の企業・団体（公務）
④海外取引
⑤同一企業内取引

●区分の簡素化

●把握対象の縮小
2016年調査 2021年調査（案）

Ｇ－情報通信業（うち39－情報サービス業、40インターネット附随サービス業） 廃止
Ｋ－不動産業、物品賃貸業 継続
Ｌ－学術研究、専門・技術サービス業 継続
Ｍ－宿泊業、飲食サービス業 継続
Ｎ－生活関連サービス業、娯楽業 継続
０－教育、学習支援業（うち82－その他の教育、学習支援業） 継続
Ｐ－医療、福祉 廃止
Ｒ－サービス業（他に分類されないもの）（93－政治・経済･文化団体、94－宗教を除く） 継続
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2021年経済センサス‐活動調査の調査事項見直しについて
エ この場所での事業所の開設時期
・経理事項審査の参考情報として、経理対象年については開設月を把握。

・単独事業所企業の経理事項は企業項目。新設企業の設立月については、法務省から提供され
る新設登記情報より把握可能であることから、開設月を廃止。

オ 農林漁業の収入内訳（簡素化）、（追加）
・事業所産業分類の粒度を、産業細分類（４桁）から産業小分類（3桁）レベルに変更する
ことに伴い、産業細分類（46分類）レベルから産業小分類（13分類）レベルに簡素化。

・なお、産業連関表における生産額等の推計に資する観点から、「種苗」の把握、「実験用
動物」と「愛がん動物」に分割する旨の要望があったことを踏まえ、これらの区分を加味
し、16品目に変更。

【2016年調査】
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2021年経済センサス‐活動調査の調査事項見直しについて

〔⑤その他（調査事項の廃止）〕
ア 移転及び名称変更の有無（法人企業の本所・単独事業所について把握）
・基礎調査の調査方法見直しにより、一時点を対象とした移転前情報は不要であるため廃止。

イ 宿泊業の収容人数、客室数
・宿泊旅行統計調査の母集団情報としての活用のため採用した調査事項であるが、活用に
至っていない状況であることから、報告者負担を勘案し廃止。

ア 自家用自動車の保有台数
〔⑥その他（検討中）〕

・産業連関表の自家輸送部門の推計に活用。

・一方、利活用が比率によるものであることから、標本調査等での対応が可能であるか等に
ついて確認の上、引き続き検討。
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2021年経済センサス‐活動調査の調査事項見直しについて

ウ 特定サービス業における取扱件数、入場者数、利用者数等

イ 電子商取引の有無及び割合
【課題の背景】
・本年の経済構造実態調査に係る統計委員会答申において、『平成33年（2021年）経
済センサス‐活動調査における「電子商取引の有無及び割合」の把握に関する検討状況
を踏まえつつ、利用者ニーズや報告者の更なる負担軽減にも留意した適切な調査事項
の設定について、平成34年度（2022年度）調査の計画の策定時期までに抜本的な見
直しを検討すること。』と指摘。

【検討の進め方】
・回答の可否や報告者負担に係る企業ヒアリング、施策における利用実績の把握を踏ま
え、来年度に取扱いを整理。

【課題の背景】
・本年の経済構造実態調査に係る統計委員会答申において、『中間年における産業横断
的なデータ把握を主目的とする経済構造実態調査の中で、特定のサービス産業に関す
る事業特性事項の把握に特化した乙調査の位置づけ及び調査事項について再検討する
こと。』と指摘。

【検討の進め方】
・基準年の経済構造統計である経済センサス‐活動調査においても、中間年調査と連携し
取扱いを検討。
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2021年経済センサス‐活動調査の調査事項見直しについて

〔⑦その他（新規等）〕
ア 法人番号（新規）

イ 商品売上原価（復活）、年間商品仕入額（廃止）
・商業マージンを把握する観点から、商品販売に対する「商品売上原価」を設定。
・これにともない、「年間商品仕入額」を廃止。
・2021年調査（案）は、平成24年調査と同様の調査事項の復活。

※平成24年調査における副業の商業マージンが産業連関表の推計に使用されなかったことにより、平成28年調査で廃止されたもの。

・第Ⅲ期公的統計の整備に関する基本的な計画の指摘を踏まえ、「法人番号」を追加。
（基本計画別表（抜粋））

2016年調査 2021年調査（案）
「卸売業、小売業」主業企業 ●年間商品仕入額

●年初商品手持額
●年末商品手持額

●商品売上原価
●年初商品手持額
●年末商品手持額

「卸売業、小売業」副業企業
（複数事業所企業）

●商品売上原価


